


















































































































































































































































































－１０－ 日本経大論集 第４０巻 第２号
【会社とは何のために、誰のために存在していると思うか】
項目 人数 割合
株 主 １３名 ２９．５％
従業員 ８名 １８．２％
経営者 ６名 １３．６％






















































































































 「社内調査報告書」 東洋ゴム工業株式会社社内調査委員会 2007年 12月 26
日 p.5～8
 「第三者委員会調査報告書－硬質ウレタン製両面金属面材断熱パネルの不燃性能試験
等における不正受験に関して」 東洋ゴム工業株式会社・第三者委員会 2007年 12
月 26日 p.5～6
 「第 192期報告書」（平成 19年 4月 1日から平成 20年 3月 31日まで） ニチアス株
式会社 2008年 6月 p.2
「SOX法」とは、「上場企業会計改革および投資家保護法」（Public Company Accounting
Reform and Investor Protection Act of 2002）のことであり、法案を提出したポール・





 「企業戦略白書Ⅶ 日本企業の戦略分析：2007」 伊丹敬之＋一橋MBA戦略ワーク
ショップ 東洋経済新報社 2008年 p.59～60
 同書 p.50









 “Corporate Governance”, Robert A. G. Monks and Nell Minow, Blackwell Publishers, 1995.
「コーポレート・ガバナンス」 ロバート A．モンクス＆ネル・ミノウ ビジネス・
ブレイン太田昭和訳 生産性出版 1999年
 「企業戦略白書Ⅴ 日本企業の戦略分析：2005」 伊丹敬之＋一橋MBA戦略ワーク
ショップ 東洋経済新報社 2006年 p.211～213
 「企業の不祥事辞典－ケーススタディ 150」 斎藤憲監修 日外アソシエーツ株式会
社 2007年 p.3
 同書 p.7
 「日本の企業統治 神話と実態」 吉村典久 NTT出版 2007年 p.280～287
 「平成 22年度民間事業者における通報処理制度の実態調査報告書」消費者庁 2010
年 12月 24日 p.31～34
 「平成 22年度公益通報者保護制度に関する労働者向けインターネット調査報告書」
消費者庁 2010年 12月 24日 p.11～25
	 日本経済新聞 2011年 2月 21日

 「民法でみる知的財産権法」 金井高志 日本評論社 2008年 p.1～8
 「コーポレート・ガバナンスと取締役会－最も効果的な手法－」Pricewaterhouse-
Coopers LLP（編） 若杉敬明（監修） 眞田光昭（訳） シュプリンガー・フェア
ラーク東京株式会社 2005年 p.117
 「企業支配力の制御・戦後日本企業の経営者－資金提供者関係」 田中一弘 有斐
閣 2002年 p.198
－１６－ 日本経大論集 第４０巻 第２号
